
※
枚のうち

枚　　目

(ｲ) (ﾛ) (ﾊ) ※

千 円 千 円 千 円

01 1 駐車 場舗装 4 2

特
02 2 排水処理施設   5 11 349の3①

申告漏れ分
03 2 厨房設備 5 6

※
枚のうち

枚　　目

千 円

01 6 0 0 0 1 6 ク ｰ ラ ｰ 3 7

02 5 0 0 0 0 9 フォークリフト 4 4 減少後　１台　2,600,000円

令和 ○ 年度
種類別明細書 （ 増加資産 ・全資産用 ）

鳥栖市

所　　　有　　　者　　　コ　　　ー　　　ド 所　　　　　有　　　　　者　　　　　名

○　○ 　　株式会社

行
番
号

資
産
の
種
類

数
 

量

取得年月 耐
用
年
数月

十億

増
加
事
由

摘　要資産コード 資    産    の    名    称    等 取  得  価  額
減
価
残
存
率

価　　　　　　額 課　 税　 標 　準 　額
年
号

年

※
課標標準
の特例

率 コード

百万 十億 百万 十億 百万

1･2
3･4500 000

1･2
3･42 000 000

1･2
3･41 500 000

令和 　 年度
種 類 別 明 細 書 （ 減 少 資 産 用 ）

鳥栖市

所　　　有　　　者　　　コ　　　ー　　　ド 所　　　　　有　　　　　者　　　　　名

○　○ 　　株式会社

行
番
号

資
産
の
種
類

数
 

量

取得年月 耐
用
年
数

十億 百万

減 少 の 事 由 及 び 区 分

摘　　　　　　　　　　　　　要抹消コード 資    産    の    名    称    等 取  得  価  額 1 売 却　2 滅 失
3 異 動　4 その他

1 全部
2 一部年

号
年 月

申
告
年
度

1 ・ 2200 000

1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 1 ・ 25 200 000

［

記
入
不
要
］

1 ・ 2 ・ 3 ・ 4

◎ 減少資産を申告される場
合、資産コードと取得年月
日、取得価格、耐用年数が
前年の「種類別明細書」と
一致しないと減少とはなり
ませんのでご注意ください

◎ 前年に申告された方は、前年1月2日から直近の本年1月1日までの1年間の間に取得・減少・
修正した資産を記載してください。また、前年1月1日以前に取得した資産で申告する必要が
ある資産がありましたら追加で記載してください。

◎ 初めて申告される方は、本年1月1日現在所有している全ての資産を記載してください。

種類別明細書の記載方法

＜資産の種類＞
資産の種類に記載する

数字は、以下のとおりで
す。

１ 構築物
２ 機械及び装置
３ 船舶
４ 航空機
５ 車両及び運搬具
６ 工具、器具及び備品

＜資産の名称＞
20文字以内で記載してください。

＜取得年月＞
年号に記載する数字

は、以下のとおりです。

３ 昭和

４ 平成
５ 令和

＜取得価額＞
資産を取得するために支出した金額又は支出すべき金額（付帯費用を含みます）を

記載してください。併せて、以下の点にご留意ください。
ア 圧縮記帳は、固定資産税の評価上、認められていませんので、圧縮額を含めた取
得価額を記載してください。

イ 事業用と非事業用の両方で使用する資産は、その資産の取得価額全額を記載して

ください。（事業専有割合による取得価額の按分は固定資産税の評価上、認められて

いません。
ウ 店舗設備等を居抜きで購入した場合や資産を無償で譲り受けた場合で、取得価額
が不明なものについては、取得価額を見積もって記載してください。

＜耐用年数＞
「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」（耐用年数省令）の別

表第１、第２、第５及び第６に掲げる耐用年数を記載してください。

なお、中古資産について、見積耐用年数を適用している場合はその

耐用年数を、国税局長の承認を得て短縮耐用年数を適用している場合

はその耐用年数を記載してください。

＜増加事由＞
資産を取得した事由に

ついて、該当する番号を
○で囲んでください。

１ 新品取得
２ 中古品取得
３ 移動による受け入れ
４ その他

＜摘要＞
当該資産にかかる特記事項としてア～クのような事項を記載してください。

ア 資産の申告漏れがあった場合は、その旨の表示。（例：申告漏れ分）
イ 課税標準の特例の適用がある資産については、その旨の表示と適用条項。（例：特 349の3①）
ウ 他の市(区)町村からの移動等により受け入れた資産については、移動の年月。（例：R3.6 ○○市）
エ 耐用年数の短縮を適用している資産については、その旨の表示。（例：短縮）
オ 中古資産の見積耐用年数を適用している資産については、その旨の表示。（例：中古）
カ 増加償却を行っている資産については、その旨の表示。（例：増加償却）
キ 耐用年数省令の改正により耐用年数を変更する場合は、その旨の表示。（例：H20改正前10年）
ク その他、当該資産の価格の決定にあたり必要な事項。

電算処理方式により申告される方以外は記載しない
でください。

記
載
し
な
い

で
く
だ
さ
い
。

＜抹消コード＞
減少した資産の資産

コードを記載してくださ
い。
なお、資産コードは、

前
年の「種類別明細書」に
記載されています。

＜数量・取得価額＞
資産の一部が減少した場合は、減少した数量・取得価額を記載し

てください。

＜摘要＞
「減少の事由及び区分」欄及び「摘要」欄は、次のように記載してください。

ア 資産の全部が減少した場合
「減少等の事由及び区分」欄の該当する番号を○で囲み、「摘要」欄に該当資産の売却先、移動先等、具体的な減少内容を記載してください。
イ 資産の一部が減少した場合
「減少等の事由及び区分」欄の該当する番号を○で囲み、「摘要」欄に該当資産減少後の取得価額等、具体的な減少内容を記載してください。


